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At a Glance 〈事業の拡がり〉

（P30ご参照）

（P47ご参照） （P57ご参照）（P33ご参照）

（2026年3月期）

売上高

8.0兆円

調整後営業利益

4,474億円

［調整後営業利益率］ 5.6 %

EBITDA

6,581億円

［EBITDA率］ 8.2 %

従業員数

18.4万人

［前年比］ 88.5 %

研究開発費

4,264億円

［売上高比率］ 5.3 %

営業CF

6,243億円

ROE

3.8%

サーキュラーエコノミー型 

事業モデル／製品

累計 15事業

CONTRIBUTION IMPACT 

社会へのCO2削減貢献量

4,846万トン

UNLOCK指標※

43%

※�従業員意識調査の設問 「会社や上司により

挑戦意識が高まる」「挑戦への阻害要因がな

い」がともに肯定回答の割合 （グローバル）

経営チームにおける 

多様性比率※

55%

※�パナソニック ホールディングス （株）執行役

員の女性、日本以外の国籍、キャリア入社の

割合 （米国地域は対象外）

社外取締役比率※

53.8%

※2026年6月22日現在

配当性向

49.3%

機関投資家との対話

約2,000社

（延べ）

欧州

売上高

9,225億円

中国

売上高

9,148億円

アジア

売上高

12,710億円

日本

売上高

32,034億円

米州

売上高

17,370億円

当社は1918年に創業し、その後1932年に貿易部を新設。配線器具や乾電池の輸出を開始しました。 1959年には、海外初の販売会社を米国に設立しました。

現在では、製造、販売、研究開発等の活動をグローバルに展開しており、世界中に拠点を有しています。

11%

16%

11%

40%

22%

地域別売上高
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エレクトリック
ワークス

11,606 億円

エレクトリック
ワークス

887 億円

エレクトリック
ワークス

946 億円

At a Glance 〈グループ事業構成〉

コネクト

13,803 億円

コネクト

945 億円

コネクト

1,853 億円

※1  売上高から、売上原価と、販売費及び一般管理費を控除して算出　※2  営業利益と減価償却費 （有形／使用権資産）、償却費 （無形）の合計。貸手側のリース会計処理が適用される原資産の減価償却費相当およびBlue Yonder社買収時の 「資産・負債の再評価」に伴う一時的な会計処理の影響を調整

売上高

80,487億円

調整後営業利益※1

4,474億円

EBITDA※2

6,581億円

スマートライフ

13,742 億円

スマートライフ

270 億円

スマートライフ

58 億円

インダストリー

11,673 億円

インダストリー

975 億円

インダストリー

1,019 億円

エナジー

9,842 億円

エナジー

721 億円

エナジー

1,331 億円

HVAC & CC

13,124 億円

HVAC & CC

331 億円

HVAC & CC

708 億円

① ②
③

④

⑰

⑤

⑯

⑥

⑮

⑦
⑭

⑧

⑬

⑨

⑫

⑩

⑪

2025年度 セグメントの概要 主な商品 任意開示事業

コネクト
「サプライチェーン」「公共サービス」「生活インフ

ラ」「エンターテインメント」の4つを事業領域とし、

B2Bのお客様に各種ソリューションを提供します。

① アビオニクス

② プロセスオートメーション

③ モバイルソリューションズ

④ 現場ソリューションズ

⑤ ブルーヨンダー

エレクトリックワークス
照明・電設資材・エネルギーマネジメント機器な

どの電気設備の製造・提案販売により、快適で

環境に配慮した空間を提供します。

HVAC＆CC
空気・水・食に関わる空調・換気・給湯機器、冷

凍・冷蔵ショーケース等で健康で快適なくらしと

持続可能な社会を支えます。

エナジー
日々のくらしを支える乾電池と、モビリティや社

会インフラなど幅広い分野を支える蓄電池等を

通じて、持続可能な社会を実現します。

インダストリー
AI進化に伴うデータ爆発、モビリティの安全・環

境対応、モノづくりの高度化など、社会課題の解

決に多様なデバイス技術で貢献します。

スマートライフ
家電を主体としたくらし領域で蓄積してきた強

みを活かし、日々のくらしで 「感動」と 「安らぎ」

をお届けする製品・サービスを提供します。

⑥ ライティング

⑦ 電材＆くらしエネルギー

機内エンターテインメント

ソリューション

SCM （サプライチェーン

マネジメント）ソフトウェア

電子部品実装機

ヒートポンプ式温水給湯暖房機 自然冷媒冷凍機ルームエアコン

⑧ HVAC

⑨ コールドチェーン

⑩ 車載

⑪ 産業・民生

車載用円筒形

リチウムイオン電池

一次電池
（乾電池／リチウム一次電池）

データセンタ用

蓄電システム

冷蔵庫・洗濯機 デジタルカメラテレビドライヤー

⑫ 電子デバイス

⑬ ＦＡソリューション

⑭ 電子材料

コンデンサ 多層基板材料 リレー 産業用モーター

⑮ メジャーアプライアンス

⑯ スモールアプライアンス

⑰ AVC

照明器具 電設資材
（ホームエネルギーマネジメントシステム）

電設資材
（配線器具）

詳細は、有価証券報告書の 「セグメントの経営成績」をご確認ください。

上記、売上高のグラフにおいて、各セグメントの 「任意開示事業」以外は、その他です。

https://holdings.panasonic/jp/corporate/investors/library/securities-report.html
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At a Glance　　  価値創造プロセス　　マテリアリティ

価値創造プロセス

パナソニックグループは、使命である 「物と心が共に豊かな理想の社会」の実現に向けて、事業活動を通じて 「地球環境問題の解決への貢献」と 「社会とくらしのウェルビーイング」

という価値を生み出し続けます （＝事業マテリアリティ）。そのために、事業ポートフォリオの最適化や注力領域の強化を図る一方、グループ共通の競争力の源泉となる無形資産の

継続的な強化に取り組み、その掛け合わせによって、価値創出の最大化をはかります。

一方で、そうした持続的な価値創出を可能にするための経営基盤の構築・強化にも注力します （＝基盤マテリアリティ）。「コーポレート・ガバナンス」「ビジネスインテグリティ」 

「人権の尊重」「多様な人材・組織のポテンシャルの最大発揮」といった取り組みに加え、「責任あるAIの最大活用」によって、商品・ソリューションの進化を通して事業を強化し、業務・

プロセス革新を通して競争力の源泉を強化します。

こうしたすべての取り組みのベースには、経営基本方針があります。また、「社会の公器」として、関係するすべてのステークホルダーの皆様と対話・協力・共創し、ともに 「理想

の社会」の実現を目指していきます。

物と心が共に豊かな理想の社会

多様な人材・ 組織の
ポテンシャルの最大発揮

責任あるAIの最大活用

ビジネスインテグリティ 人権の尊重

コーポレート ・ ガバナンス
基盤マテリアリティ

事業マテリアリティ

ステークホルダーとの
対話 ・ 協力 ・ 共創

経営基本方針の実践

商品 ・ ソリューションの進化 業務・プロセス革新

競争力の源泉の強化

顧客基盤

組織 ・ 人材力

技術力 ・ 知財

オペレーション力

デバイス
領域

ソリューション
領域

事業ポートフォリオ マネジメント

スマートライフ領域

地球環境問題の解決
社会とくらしのウェルビーイング

ブ
ラ
ン
ド
／
信
頼
性
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At a Glance　　価値創造プロセス　　  マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアリティの特定

当社グループは、2023年度に当社財務への影響および社会に与える影響の2つの側面から、重要な

機会とリスクをマテリアリティとして特定しました。

この特定のプロセスは以下の通りです。

1．社会からの要請や予見される将来課題等から、機会およびリスクになる課題を把握

２．これらについて、当社グループおよびステークホルダー視点で重要度評価を行い、マテリアリティを抽出

３．�このプロセスおよび抽出したマテリアリティについて複数の社外の専門家との対話を通じて妥当性を確認

4．�当社グループのサステナビリティ経営委員会、グループ経営会議、取締役会での議論を経て、マテリアリティとして特定

その後、当社グループのサステナビリティ経営の考え方に基づき、マテリアリティを 「社会に対する価値

創造のための重要課題」に絞るとともに、事業の方向性や戦略と整合をとるための見直しを２0２5年度

に行いました。

2025年度の取り組み

２0２5年度においては、当社のサステナビリティに関する重要テーマについての方針、戦略、指標およ

び目標などを議論・方向付けならびに管理を行うことを目的として、取締役会の監督のもとに設置してい

るサステナビリティ経営委員会を原則月1回開催しました。サステナビリティ経営委員会はグループCEOが

委員長を務め、グループCHRO、グループCTO、グループGC、グループCSO、グループCFO、グループ

CCOおよびグループ会社の役員等で構成されていました。また、パナソニック ホールディングス （株）（以

下、PHD）にサステナビリティに関連する機能横断のプロジェクトを設置するとともに、事業会社ごとにサ

ステナビリティの推進体制を整備することで、グループ全体の連携体制を構築し、事業会社において対応

が必要な事項は、グループ経営会議等を通してグループ全体に共有・徹底しました。サステナビリティに関

する監督機能は取締役会が有しており、サステナビリティ経営委員会での審議・決定事項は内容に応じて取

締役会へ報告される形式となっていました。

2025年度のサステナビリティ経営委員会での主な審議事項は、以下の通りです。

 �マテリアリティに関する指標および目標の進捗

 �サステナビリティ関連中期目標の検討

 �国内外のサステナビリティ関連法令への対応

 �サステナビリティに関するガバナンス体制の見直し

マテリアリティの指標、実績および目標は、次頁の通りです。

2026年度の取り組みおよび推進体制

2026年度からは、グループ経営においてグループ戦略とサステナビリティを一体として取り組み、

事業を通じた社会課題解決を一層進められるように、事業CEOも参加する経営会議であるGroup 

Transformation Round Table等にて、サステナビリティに関する方針、戦略、指標および目標等の議

論・方向付け等を引き続き実施します （右図参照）。従前のサステナビリティ経営委員会は、２0２5年度末

を以て、発展的に解消しました。

2026年5月に公表したグループ成長戦略の通り、当社グループは2032年に向けて、「エネルギーの有

効活用」と 「現場労働力不足の解消」に向き合い、AIインフラと社会オペレーションを支えることでさらなる

お役立ちを進めます。当社グループでは、従前より長期環境ビジョン 「Panasonic GREEN IMPACT」

のもと、環境分野でのインパクトの拡大を図るなど 「エネルギーの有効活用」をはじめとする社会課題の解

決に取り組んでおり、引き続き検討を進めます。また、スマートライフ領域では、品質・信頼性に裏打ちされ

た製品・サービスの提供とお客様に明確に違いを感じていただけるコア技術の強化により、生活の快適性・

利便性のさらなる向上に取り組みます。これらの取り組みを統合的に推進することで、社会全体と個々人

の生活の両面から、「社会とくらしのウェルビーイング」の実現を目指していきます。なお、「社会とくらしの

ウェルビーイング」の指標については、グループ成長戦略に基づき、引き続き検討を進めます。

「責任あるAIの最大活用」について、当社グループでは、責任あるAIの導入を 「人間中心 ・人権を尊重

したAI活用を実践する世の中との約束」と考え、適切なAI製品やサービスの開発運用・AI利活用を進め

ています。その一環として、2026年4月に、グループCAIO （Chief AI Officer）を新設しました。 PX

（Panasonic Transformation）のAI利活用の領域において、グループCAIOのもと、「事業モデル」「業

務プロセス」「組織カルチャー」の変革を加速していきます。「責任あるAIの最大活用」の指標については

このような取り組みを進める中で、引き続き検討を進めます。

（サステナビリティ サイトはこちらをご確認ください。）

取締役会

報告·答申監督·意思決定

サステナブル経営推進コンソーシアム

その他
関連
職能

法務
経営
企画

経理
財務・

IR
技術調達

人事・
人権

環境

実行

情報共有

施策徹底

推進支援

モニタリング

必要に応じて上程し方向付け

Group Transformation Round Table※ PHD Executive Committee※

グループ Chief Strategy Officer 傘下  サステナビリティ経営強化プロジェクト

事
業
会
社

サステナ
ビリティ
責任者

＋
各担当

事
業
会
社

サステナ
ビリティ
責任者

＋
各担当

事
業
会
社

サステナ
ビリティ
責任者

＋
各担当

情報開示プロジェクト/デュー・ディリジェンス プロジェクト

※�Group Transformation Round Table／PHD Executive Committee： 

グループの中長期戦略、当社または事業会社が実施する重要案件、サステナビリティ経営や重要リスク等に関して、議論・方向付け・報告

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability.html
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At a Glance　　価値創造プロセス　　  マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアリティ　指標・実績と目標

マテリアリティ 指標 実績 （2025年度） 目標 （2025年度） 目標

事業

マテリアリティ
（注）1

地球環境問題の解決への

貢献

脱炭素への貢献

CO2削減インパクト

3億トン （2050年）

自社バリューチェーンの

CO2削減量（注）3

△3,296万トン

（2,745万トン）（注）4

△4,012万トン／

（1,701万トン）（注）4
1,600万トン （2028年度）

削減貢献量（注）5 4,846万トン 4,750万トン 7,100万トン （2028年度）

CO2実質ゼロ拠点（注）6 累計60拠点（注）6 累計４９拠点
累計86拠点 （2028年度）

全拠点 （2030年度）

サーキュラーエコノミー推進
再生材の使用量

再生樹脂 1.7万トン 2.5万トン 2.2万トン （2028年度）

再生鉄 （電炉鉄） － － 2.5千トン （2028年度）

サーキュラーエコノミー型事業モデル/製品の創出 累計15事業 累計16事業 累計17事業 （2028年度）

社会とくらしの

ウェルビーイング

社会のウェルビーイング

新たなグループ成長戦略に基づき、引き続き検討
くらしのウェルビーイング

基盤

マテリアリティ
（注）2

責任あるAIの最大活用
AIによる商品・ソリューションの進化

AIによる業務・プロセス革新

多様な人材・組織の

ポテンシャルの最大発揮

組織カルチャー変革 UNLOCK指標（注）7 43% －
60% （2028年度）

70% （2031年度）（注）8

未来を創る変革型リーダーの

開発・登用

経営チームにおける多様性比率（注）9 55% 半数以上

女性管理職比率（注）10 8.3% －
12% （2028年4月）

16% （2031年4月）

安全・安心・健康な職場づくり 重篤災害・重大災害の発生 8件 0件

生産性指標 事業会社毎に指標を設定し、モニタリングを実施

人権の尊重

外国人移住労働者を雇用するグループ国内外拠点に対する

強制労働防止への対面研修実施率
81% － 100% （2026年度）

各事業会社の人権推進リーダーを育成する

「人権DD実践研修」の理解度（注）11
88% 80%

ビジネスインテグリティ 重大なコンプライアンス違反の発生 0件 0件

コーポレート・ガバナンス

株主との建設的対話の促進 実施 実施

PHD取締役会の社外取締役比率 半数以上 半数以上

取締役会議長を独立社外取締役が務めること 実施 実施

業績連動型役員報酬における非財務指標の採用 実施 実施

（注）	 1 事業活動を通じた価値創出のための重要課題

	 ２ 持続的な価値創出を支える経営基盤の構築・強化のための重要課題

	 ３ �原材料調達から製造、流通、販売、使用、アフターサービス、廃棄にいたる企業の事業活動における全CO2排出量 （スコープ1,2,3）を削減した量

	 4 �△は排出量の増加を示す。カッコ内は、2021年以降に算定可能となった2025年度の対象事業における、2020年度からのCO2削減量

	 5 �事業活動を通じて、社会やお客様のCO2排出量の削減に貢献した量を示す指標。当社の製品・サービスの導入前後のCO2排出量の差分量

	 6 �省エネルギーと再生可能エネルギー導入に加えて、電力証書やCO2クレジットの活用によりCO2排出量の実質ゼロを達成した拠点

7 従業員意識調査の設問 「会社や上司により挑戦意欲が高まる」「挑戦への阻害要因がない」がともに肯定回答の割合 （グローバル）

8 2025年度に実施したグループ経営改革を踏まえ、目標達成年度をそれぞれ1年後ろ倒しとしました

9 パナソニック ホールディングス （株）執行役員の女性・日本以外の国籍・キャリア入社の割合 （米国地域は対象外）

10 日本地域 （パナソニック ホールディングス （株）、パナソニック オペレーショナルエクセレンス （株）、パナソニック コネクト （株）およびその他事業会社）が対象

11 知識に対する理解度に加え、「ビジネスと人権」に対する共感度とその推進に対する意識の高さを研修後のアンケートにて調査
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